
（単位：千円）

分　類 事　項　名 特別職職員費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 61,373 ) ( 61,721 )

61,373 61,721

１　特別職職員費 61,721
　知事、副知事に係る給与費 

分　類 事　項　名 総務部関係職員費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 4,428,522 ) ( 4,568,611 )

4,598,688 4,725,746

１　総務部関係職員費

2,448,391

1,739,302

176,245

361,808

　　　　　

分　類 事　項　名 職員児童手当費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 266,510 ) ( 255,890 )

266,510 255,890

１　職員児童手当費 255,890

　総務部関係職員及び３条定数職員（岡山県職員等定数条
例第３条に規定される派遣・長期研修職員等）に係る給与費
　　（１）総務管理職員費

平成31年度当初予算要求額事項別一覧

説　明

説　明

　　（２）税務行政職員費

説　明

　知事部局等職員に係る児童手当費

　　（４）消防防災職員費

　　（３）統計管理職員費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 退職・時間外勤務手当費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 3,395,676 ) ( 3,152,764 )

4,315,676 4,152,764

１　退職・時間外勤務手当費

2,865,094

1,287,670

分　類 事　項　名 地方公務員災害補償費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 35,347 ) ( 39,409 )

35,347 39,409

１　地方公務員災害補償費

34,409

5,000

分　類 事　項　名 恩給・退職年金費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 24,227 ) ( 20,765 )

24,227 20,765
　

１　恩給・退職年金費 20,765

前年度予算額 本年度要求額
人件費計 ( 8,211,655 ) ( 8,099,160 )

9,301,821 9,256,295

　　（１）退職手当

　恩給法及び岡山県吏員恩給条例に基づく恩給及び扶助料

説　明

説　明

説　明

　　（２）災害補償費
　　　　非常勤職員の公務災害補償費

　　（１）地方公務員災害補償基金負担金

　　（２）時間外勤務手当

　地方公務員災害補償法に基づく災害補償基金負担金等

　知事部局職員に係るもの

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 県債元金償還費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 86,195,121 ) ( 87,294,971 )

92,202,482 92,723,633

１　県債元金償還費

　　（１）平成29年度までの借入分 77,178,309

　　（２）平成30、31年度借換債分 5,175,824

　　（３）市場公募債減債基金積立金 10,369,500

分　類 事　項　名 県債利子償還費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 10,722,679 ) ( 9,676,085 )

11,055,427 9,993,084

１　県債利子償還費

　　（１）平成29年度までの県債借入分に係る利子 8,061,709

　　（２）平成30年度の県債新規借入分に係る利子 1,619,367

　　（３）平成31年度の県債新規借入分に係る利子 303,008

　　（４）一時借入金利子 9,000

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 357,321 ) ( 361,535 )

357,321 361,535

１　県債取扱事務費 361,535

前年度予算額 本年度要求額
公債費計 ( 97,275,121 ) ( 97,332,591 )

103,615,230 103,078,252

説　明

説　明

　県債の元金償還（公債管理特別会計へ繰出）に要する経費

　県債の償還・借入に係る手数料（公債管理特別会計へ繰
出）及び市場公募地方債発行に要する経費

説　明

　県債の利子償還等（公債管理特別会計へ繰出等）に要する
経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 100 ) ( 100 )

100 100

１　国庫支出金返納金 100

   

分　類 事　項　名 他会計等利子償還費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 0 ) ( 22,000 )

0 22,000

１　他会計等利子償還費 22,000

   

分　類 事　項　名 国有資産等所在市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 0 ) ( 0 )

398,738 397,857

１　国有資産等所在市町村交付金

　　（１）県公舎分 76,221
　　（2）県営住宅分 162,909
　　（3）空港分 49,619
　　（4）港湾・漁港施設分 31,173
　　（5）その他貸付財産分 77,935

分　類 事　項　名 個人県民税徴収及び県税取扱費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 2,916,248 ) ( 2,965,393 )

2,916,248 2,965,393

１　個人県民税徴収取扱費 2,962,779

２　県税取扱費 2,614
　県税の収納機関に対する取扱費

説　明

説　明

説　明

　他会計等への利子償還に要する経費

　個人県民税に係る徴収金を賦課徴収した市町村に対し交
付する徴収取扱費

　国有資産等所在市町村交付金法に基づく、県営住宅・県公
舎等に係る固定資産税相当額の市町村交付金

説　明

　国からの委託統計調査の精算に係る返納金

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 過年度過誤納還付・利子割還付金並びに還付加算金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 1,628,000 ) ( 1,615,000 )

1,628,100 1,615,100

１　過年度過誤納還付金及び還付加算金 1,615,000

２　利子割還付金 100

分　類 事　項　名 地方消費税徴収取扱費

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 204,538 ) ( 224,594 )

204,538 224,594

１　地方消費税徴収取扱費 224,594

分　類 事　項　名 地方消費税清算金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 57,085,437 ) ( 60,205,329 )

57,085,437 60,205,329

１　地方消費税清算金 60,205,329

分　類 事　項　名 利子割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 563,421 ) ( 534,864 )

563,421 534,864

１　利子割市町村交付金 534,864
　県民税利子割に係る市町村交付金
　（〔収入額－控除還付額－他県への精算金＋他県からの精算金〕×59.4％相当額）
　　 
　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 説　明

説　明

　地方消費税について、都道府県ごとの消費に相当する額に
応じて最終消費地に税収を帰属させるために調整を行う清算
金

説　明

　国の地方消費税賦課徴収事務に対する取扱手数料

説　明

　過年度に納付のあった県徴収金が過誤納になった場合の
還付金及び還付加算金

　県内に本店を有する法人から徴収した県民税利子割につ
いて、法人税割との二重課税を調整するための還付金

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 配当割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 1,337,124 ) ( 1,673,011 )

1,337,124 1,673,011

１　配当割市町村交付金 1,673,011
　県民税配当割に係る市町村交付金
　（収入額の59.4％相当額）

分　類 事　項　名 株式等譲渡所得割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 906,436 ) ( 1,286,380 )

906,436 1,286,380

１　株式等譲渡所得割市町村交付金 1,286,380
　県民税株式等譲渡所得割に係る市町村交付金
　（収入額の59.4％相当額）

分　類 事　項　名 地方消費税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 35,103,611 ) ( 34,895,686 )

35,103,611 34,895,686

１　地方消費税市町村交付金 34,895,686
　地方消費税に係る市町村交付金
　（〔収入額－徴収取扱費－他県への清算金＋他県からの清算金〕×1/2）

　　 

分　類 事　項　名 ゴルフ場利用税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 445,466 ) ( 425,215 )

445,466 425,215

１　ゴルフ場利用税市町村交付金 425,215
　ゴルフ場利用税に係る市町村交付金
　（収入額の7/10相当額）

説　明

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 自動車取得税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 2,118,283 ) ( 1,040,705 )

2,118,283 1,040,705

１　自動車取得税市町村交付金 1,040,705
　自動車取得税に係る市町村交付金
　（収入額の66.5％相当額：全市町村）
　（収入額の28.5％相当額にその年の交付率を乗じた額：政令指定都市）

分　類 事　項　名 軽油引取税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 5,559,089 ) ( 6,082,062 )

5,559,089 6,082,062

１　軽油引取税市町村交付金 6,082,062
　軽油引取税に係る政令指定都市交付金
　（収入額の90％にその年の交付率を乗じた額：政令指定都市）
　　

分　類 事　項　名 利子割精算金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 100 ) ( 100 )

100 100

１　利子割精算金 100

分　類 事　項　名 産業廃棄物処理税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 127,728 ) ( 137,135 )

127,728 137,135

１　産業廃棄物処理税市町村交付金 137,135
  産業廃棄物処理税に係る市町村交付金
　（保健所設置市に対し、収入額の46.5％相当額を交付）

説　明

説　明

説　明

説　明

　県内に支店等を有する法人から徴収した県民税利子割を、
本店所在地都道府県に支払う精算金

　

　
 
     （　　）は一般財源

- 9 -



（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 個人県民税所得割交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 1,983,562 ) ( 116,177 )

1,983,562 116,177

１　個人県民税所得割交付金 116,177

分　類 事　項　名 自動車税環境性能割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額
義務 ( 0 ) ( 445,477 )

0 445,477

１　自動車税環境性能割市町村交付金 445,477
　自動車税環境性能割に係る市町村交付金
　（収入額の44.65％相当額：全市町村）
　（収入額の33.25％相当額にその年の交付率を乗じた額：政令指定都市）

前年度予算額 本年度要求額
その他計 ( 109,979,143 ) ( 111,669,228 )

110,377,981 112,067,185
前年度予算額 本年度要求額

( 215,465,919 ) ( 217,100,979 )
223,295,032 224,401,732

義務的
経　 費

計

説　明

　政令指定都市への県費負担教職員の給与負担事務の移
譲に伴う交付金（個人県民税所得割のうち退職所得に係る分
離課税分の1/2相当収入額を交付）

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 危機管理行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 23,571 ) ( 23,600 )

23,571 23,600

１　災害対策費 23,600

分　類 事　項　名 防災行政無線保守管理費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 182,250 ) ( 174,798 )

199,525 192,302

１　防災行政無線保守管理費

　　（１）防災行政無線管理費 147,919

　　（２）震度情報システム保守管理費 12,874

　　（３）総合防災情報システム保守管理費 28,620

　　（４）Ｊアラート保守管理費 2,889

分　類 事　項　名 消防行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 94,310 ) ( 93,818 )

129,889 129,720

１　消防関係規制費 35,902

２　市町村消防指導費 6,880

３　消防学校運営費 86,938

　防災行政無線等の保守管理運用業務に要する経費

説　明

説　明

　岡山県防災会議の運営、岡山県地域防災計画に基づく災
害予防等に要する経費

　消防学校の管理運営等に要する経費

　消防関係法令に基づく市町村指導、消防操法訓練大会の
開催等に要する経費

説　明

　危険物取扱者保安講習及び免状交付、消防設備士法定講
習及び免状交付等に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 保安行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 3,515 ) ( 3,602 )

20,055 20,164

１　保安行政事務費 13,688

２　コンビナート防災事務費 6,476

分　類 事　項　名 消防防災ヘリコプター運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 202,671 ) ( 216,900 )

203,343 217,700

１　消防防災ヘリコプター運営費

92,530
　　　　
　　（2）ヘリコプター運航委託費 116,112

　　（3）消防防災航空センター管理運営費 9,058

分　類 事　項　名 私学振興事務費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,866 ) ( 1,877 )

1,866 1,877

１　私学振興事務費 1,877

分　類 事　項　名 一般広報費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 3,290 ) ( 3,466 )

3,290 3,466

１　一般広報費 3,466

説　明

説　明

説　明

説　明

　高圧ガス保安法、火薬類取締法等の諸法令に基づく許認
可・検査指導等に要する経費

　石油コンビナート等防災本部の運営等に要する経費

　　（1）ヘリコプター運航経費（燃料、予備部品、航空保険等）

　私立学校審議会の運営等私学行政の推進に要する経費

　公聴広報事業の推進に要する経費

　消防防災ヘリコプターの運航及び消防防災活動に必要な
資機材の整備等に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 政策推進費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 34,221 ) ( 30,678 )

34,221 30,678

１　政策推進費 21,266
　県政の推進に要する経費

２　全国知事会分担金 9,412
　全国知事会の運営に要する分担金

分　類 事　項　名 統計普及費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 11,890 ) ( 8,637 )

11,890 8,637

１　統計普及費 8,637

　　・発行刊行物 ： 岡山のすがた
                          101の指標からみた岡山県

分　類 事　項　名 県立記録資料館運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 75,946 ) ( 76,386 )

76,053 76,493

１　県立記録資料館運営費 46,627

２　ＰＦＩ事業費 29,866

分　類 事　項　名 総務行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 66,848 ) ( 54,051 )

66,923 54,126

１　総務行政運営費 52,651

２　公益認定等委員会費 1,475

説　明

説　明

説　明

説　明

　統計業務の研修・指導及び刊行物の発行等に要する経費

　県立記録資料館の管理運営に要する経費

　岡山県公益認定等委員会の運営に要する経費

　総務行政の推進に要する経費

　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関す
る法律に基づき整備した、施設の維持管理等に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 法制事務費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 19,121 ) ( 19,233 )

19,121 19,233

１　法制事務費 19,233

分　類 事　項　名 文書事務費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 21,201 ) ( 21,307 )

21,201 21,307

１　文書事務費 21,307

分　類 事　項　名 人事行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 349,346 ) ( 516,698 )

349,346 518,018

１　人事管理費 470,626

　・豪雨災害応援職員受入経費

２　職員能力開発費 47,392

分　類 事　項　名 職員トータルヘルスプラン推進費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 96,359 ) ( 93,329 )

96,359 93,329

１　職員福利厚生費 16,782

２　職員衛生管理費 76,547
　職員健康診断の実施に要する経費

説　明

説　明

説　明

説　明

　各種法制事務及び県を当事者とする訴訟に要する経費

　文書の収受、整理及び情報公開の推進等に要する経費

　各種人事管理及び臨時的任用職員の雇用等に要する経費

　職員の研修実施等に要する経費

　保健師等による職員相談及び労働安全衛生の推進等に要
する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 外部監査費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 12,661 ) ( 12,890 )

12,661 12,890

１　外部監査費 12,890

分　類 事　項　名 行財政改革推進対策費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,893 ) ( 2,839 )

1,893 2,839

１　行財政改革推進対策費 2,839

分　類 事　項　名 財政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 54,003 ) ( 50,439 )

54,422 50,848

１　財政運営費 50,848

分　類 事　項　名 県有財産管理処分費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 3,189 ) ( 2,778 )

57,268 62,729

１　公舎等管理費 23,132

２　公有財産管理費 39,597

説　明

説　明

　予算編成等に要する経費

　外部監査の実施に要する経費

　県有財産の管理又は未利用県有地の処分等に要する経費

　行財政改革の推進に要する経費

説　明

説　明

　県公舎等の維持管理に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 県庁舎維持管理費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 440,359 ) ( 447,605 )

477,360 485,451

１　県庁舎維持管理費 485,451

分　類 事　項　名 庁舎等整備費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 983 ) ( 0 )

8,541 8,541

１　県公舎整備費 8,541
　県公舎の整備に要する経費

分　類 事　項　名 税務行政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 53,236 ) ( 52,660 )

53,236 52,660

１　税務行政運営費 29,590
　税務行政の推進に要する経費

２　岡山県収入証紙等特別会計繰出金 23,070

分　類 事　項　名 県税賦課徴収費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 424,794 ) ( 434,072 )

424,794 434,072

１　県税賦課徴収費 401,628

２　滞納対策強化費 10,242

３　滞納整理推進機構運営費 9,903

４　ふるさと納税普及推進事業費 12,299

　県税の賦課徴収及びこれに係る申告書、納付書の印刷・発
送等に要する経費

　証紙代金収納計器による自動車税・自動車取得税の徴収
経費に係る繰出金

説　明

説　明

説　明

　県庁舎及び分庁舎等の光熱水費等維持管理及び電話交
換施設等各種設備の保守管理に要する経費

　滞納整理推進機構の滞納対策に要する経費

説　明
　県民局税務部の滞納対策に要する経費

　寄附者への返礼品等に要する経費
　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 税務システム運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 364,091 ) ( 377,182 )

364,091 377,182

１　税務システム運営費

　　（１）税務システム運用保守経費 140,412
　　　　
　　（２）税務システム改修経費 236,770
　　　　・サーバ再構築経費
　　　　・車体課税見直し対応経費

分　類 事　項　名 東京事務所運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 37,249 ) ( 37,613 )

40,862 41,210

１　東京事務所運営費 41,210

分　類 事　項　名 予備費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 200,000 ) ( 200,000 )

200,000 200,000

前年度予算額 本年度要求額
運営費計 ( 2,778,863 ) ( 2,956,458 )

2,951,781 3,139,072

説　明

　税務システムの運用・保守・改修に要する経費

　東京事務所の管理運営及び中央省庁等との行政連絡、折
衝等に要する経費

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 防災対策事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 49,547 ) ( 73,692 )

211,047 74,192

１　防災対策事業 1,507
　防災対策等に要する経費

２　地域防災・危機管理力アップ事業 4,040
　県民局・市町村職員を対象にした図上演習の実施に要する経費
　・防災・危機管理初任者研修：本庁４回，各県民局毎に１回実施
　・防災シミュレーション訓練：県民局毎に１回実施

３　災害備蓄品整備事業 1,965
　災害応急対応のための備蓄品の購入等に要する経費

４　南海トラフ地震対策公的備蓄整備事業 20,375
　南海トラフ地震に備え、県が備蓄する物資の購入に要する経費
　・アルファ米、排便収納袋の購入等

５　支援物資物流体制強化推進事業 4,609

【重点事業】
＜「災害に強い岡山県」をつくるための防災力強化プロジェクト＞
６　防災航空物資センター（仮称）整備事業【新】 5,675

７　防災訓練事業（水害防災訓練事業）【拡充】 6,509

８　市町村リエゾン派遣体制構築事業【新】 2,050

９　災害情報共有力強化事業【新】 2,517

10　平成30年７月豪雨災害記録誌作成事業【新】 5,231
　平成30年７月豪雨災害記録誌の作成に要する経費

【重点事業】
＜“自助と共助で命を守る”地域防災力強化プロジェクト＞
11　防災まちづくり総合支援事業【拡充】 16,000

　・補助対象事業者　市町村（政令市を除く。）
　　自主防災組織等への防災活動支援事業（1/2補助）

12　自主防災組織リーダー研修会事業【拡充】 1,400

13　地区防災計画（避難支援個別計画）作成モデル事業【新】 2,314

　救援物資の備蓄や国から空輸される物資等の搬送拠点の整
備に要する経費

　水害を想定した防災図上訓練の充実及び市町村による避難
所開設の実働訓練に要する経費

　災害時に被災市町村との円滑な意思疎通を行うことができる
体制を確保するため、テレビ会議システム導入に要する経費

　自主防災組織の活動支援や防災活動の学習支援、避難行動
につながる活動支援等、地域防災力強化及び地域コミュニティ
活性化に要する経費

　県と市町村、地域が一体となって地区防災計画又は避難支援
個別計画の作成に関するモデル事業を実施し、計画策定の全
県的な波及を図るために要する経費

　災害時等に県から市町村にリエゾン（連絡員）を派遣し、県と
市町村との緊密な情報連携体制を構築するために要する経費

　大規模災害時に被災者のニーズを迅速に把握し、支援物資
を円滑かつ確実に避難所等に輸送するための体制強化に要す
る経費

　自主防災組織のリーダー等に対する研修会の拡充に要す
る経費

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 防災情報ネットワーク高度化事業費

前年度予算額 本年度要求額 　
一般 ( 280 ) ( 1,404 )

120,880 122,404

　【重点事業】
１　通信機能強靱化事業【拡充】 108,819

　【重点事業】
２　新・総合防災情報システム整備事業【新】 13,585

分　類 事　項　名 消防防災活動支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 2,887 ) ( 7,721 )

2,887 8,521

１　消防防災活動支援事業 2,887

２　消防力強化推進事業【新】 1,307

　【重点事業】
＜「災害に強い岡山県」をつくるための防災力強化プロジェクト＞
３　消防団員等水難救助訓練事業【新】 4,327

　新・総合防災情報システムの整備に要する経費

説　明

　大規模災害発生時に国、市町村等との通信を確保するた
め、非常用発電機の機能強化等に要する経費
・非常用発電機更新（備前県民局、備中県民局、高梁地域事務
所、新見地域事務所、真庭地域事務所、勝英地域事務所）

　地域防災力の中核となる消防団の組織及び環境整備に資
するため、(一財)岡山県消防協会が行う事業に対して補助を
行い、消防団組織の活性化及び充実強化を図るための経費
（1/2補助）

　消防団員等を対象に水難救助訓練を実施するための経費

　消防団員の確保・拡充を図るため、若者や女性等が消防団
の活動内容を正しく理解し、興味が持てるようＰＲ活動等を行
うための経費

説　明

・県庁災害対策本部会議室浸水対策に係る実施設計

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 救急隊員教育訓練事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 14,963 ) ( 14,460 )

19,067 18,564

１　救急振興財団負担金 9,300
　救急救命士の養成を行う(一財)救急振興財団への負担金
　・平成31年度 救急隊員派遣見込数：20名

２　救急業務高度化推進事業 1,050

３　救急救命士病院実習受入促進事業 8,214

　（1,369千円×6病院）

分　類 事　項　名 コンビナート防災資機材センター整備費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

5,444 3,553

１　コンビナート防災資機材センター整備費 3,553

　・泡消火薬剤購入

分　類 事　項　名 消防学校訓練施設機能強化費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 14,640 ) ( 0 )

57,640 0

事業終了

説　明

　救急救命士による気管内チューブ挿入による気道確保の実
施に必要な講習・実習を行う病院に対する助成に要する経費説　明

説　明

　コンビナート災害等に備え、防災資機材を整備するために
要する経費

　救急業務高度化に係る岡山県メディカルコントロール協議
会ワーキンググループ開催に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 私学助成費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 6,707,846 ) ( 6,339,156 )

11,206,111 11,105,566

１　私立学校経常費補助金 6,559,538

5,015,572
　　高等学校（広域以外の通信制）（1校） 8,141
　　中等教育学校（1校） 　　 116,079

685,028
252,469
479,281

　・私立幼稚園教員の人材確保支援 2,968

２　私立学校教育改革等推進補助金 130,124

３　日本私立学校振興・共済事業団補助金 77,928
　私立学校教職員の長期給付掛金率の軽減を図るための補助金

４　私立学校等人権教育指導補助金 9,882

５　岡山県専修学校各種学校振興会補助金 1,760

６　岡山県私学振興財団補助金 166,337

７　私立専修学校設備整備費等補助金 18,000

８　私立高等学校特色教育施設設備整備費補助金 10,000

９　私立高等学校通信教育振興奨励費補助金 300

10　私立学校耐震化促進事業補助金 85,400

　　・耐震診断（補助率2/3） 20,000
　　・耐震補強工事・耐震改築工事（補助率1/6） 65,400

11　私立高等学校等修学支援事業 3,814,344
 　(1) 高等学校等就学支援金等 3,195,422
　　就学支援金に要する経費
 　(2) 私立高等学校納付金減免補助金 294,747
　　授業料等の納付金減免額の助成に要する経費
　【重点事業】
 　(3) 奨学のための給付金【拡充】 260,371
　　低所得世帯に対する奨学に要する経費
　【重点事業】

　　軽減補助金【拡充】 63,804

12　幼児教育支援事業補助金 228,233

13　私立高校生留学支援事業 3,720
　私立高校生に対する留学費用の助成に要する経費

　私立幼稚園及び認定こども園の施設整備等に要する経費
への補助金

　　小学校（4校）　　         

　私立高等学校通信制の勤労学生に教科書等を給与する学
校に対する補助金（補助率1/2）

 　(4) 平成30年7月豪雨災害被災生徒授業料等

　特色ある教育活動や、社会の変化に対応した教育改革等
を推進する私立学校への補助金（定額補助）

　人権問題について理解と認識を深める教育を総合的に推
進する私立学校等への補助金（定額補助）

　　中学校（9校）　　　　　　　

　特別教室の整備や特色教育推進のための機器備品の購入
を行う私立高等学校への補助金（補助率1/3）

　耐震診断及び耐震補強工事等に要する経費への補助金

　教育環境の充実のための設備整備等を行う私立専修学校
等への補助金（補助率1/2）

　　幼稚園（13園）　          　

　私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の経済的負担
軽減等を図るための経常費補助金

説　明

　　高等学校（23校）

　教職員退職金給付事業及び私立高校生等に対する奨
学金貸与事業への補助金

　岡山県専修学校各種学校振興会への補助金

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 公立大学法人岡山県立大学運営費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,997,888 ) ( 2,101,942 )

1,997,888 2,101,942

１　運営費交付金 2,101,571

２　評価委員会運営費 371

分　類 事　項　名 県税手続電子化事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 28,689 ) ( 14,122 )

28,689 14,122

１　地方税電子申告事業 14,122

分　類 事　項　名 広域連携等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 3,941 ) ( 3,941 )

5,435 5,435

１　おかやま創生広域連携推進事業 5,435

　公立大学法人の運営に要する交付金

　電子申告システムの運用に要する経費

説　明

　新たな広域連携の先進事例となり得る政策・事業について、
実現可能な事業をモデル事業として実施するために要する
経費

説　明

説　明

　公立大学法人の業務の実績評価等を行うための評価委員
会の運営に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 自衛官募集費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

184 189

１　自衛官募集費 189

分　類 事　項　名 原子力防災対策費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

54,032 63,026

１　原子力防災対策費 63,026

分　類 事　項　名 国民保護対策事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,280 ) ( 1,288 )

3,526 1,288

１　国民保護対策事業費 1,288

説　明

説　明

　原子力災害に備えた防災訓練等の実施に要する経費

　自衛官募集に関する事務の一部を行うために要する経費

　岡山県国民保護協議会の運営、県・市町村職員の研修等
国民保護措置の体制強化に要する経費

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 公聴広報活動推進費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 159,098 ) ( 160,674 )

186,157 188,170

１　公聴活動費 408

２　広報活動費 114,599

３　情報発信推進費 73,163

分　類 事　項　名 晴れの国おかやま生き活きプラン推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 41,681 ) ( 33,193 )

69,181 53,193

１　新晴れの国おかやま生き活きプラン推進事業費 3,663

２　総合政策企画・推進事業費 6,854

３　地域課題解決支援プロジェクト 42,676

説　明

　「知事と一緒に生き活きトーク」の開催及び「県政への提言」
の運営等に要する経費

　イメージアップの推進、首都圏への情報発信等に要する経
費

説　明

　県内経済団体との意見交換など、総合的な政策立案機能
の充実を図るために要する経費

　市町村の地域課題に対して、県と市町村が連携して具体的
な課題解決策と事業化モデルを開発するために要する経費

　県民満足度調査等の実施に要する経費

　新聞・テレビ・ラジオ・広報紙・動画による広報、県ホーム
ページの管理運営及び県政ＰＲ等に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 委託統計調査費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

231,583 318,548

１　委託統計調査費 318,548

　・2020年世界農林業センサス調査　他19件実施予定

分　類 事　項　名 岡山県単独統計調査費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,504 ) ( 1,508 )

2,047 2,065

１　岡山県単独統計調査費 2,065

　・毎月流動人口調査
　・鉱工業指数作成
　・県民経済計算　　等

分　類 事　項　名 岡山県三木記念顕彰事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

3,052 3,052

１　岡山県三木記念顕彰事業費 3,052

　国の委託統計調査を実施するために要する経費

　三木記念顕彰事業に要する経費

説　明

説　明

説　明

　国の統計結果で得られない県行政推進上必要な基礎資料
について、県単独で調査を行うための経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 岡山県財政調整基金積立金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

14,788 3,907

１　岡山県財政調整基金積立金 3,907

分　類 事　項　名 岡山県県債管理基金積立金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

14,233 9,057

１　岡山県県債管理基金積立金 9,057

分　類 事　項　名 岡山県公共施設長寿命化等推進基金積立金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

7,679 6,355

１　岡山県公共施設長寿命化等推進基金積立金 6,355

　

説　明

　岡山県財政調整基金条例に基づく運用益積立金

説　明

　岡山県県債管理基金条例に基づく運用益積立金

　岡山県公共施設長寿命化等推進基金条例に基づく運用益
積立金

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 岡山県再生可能エネルギー等推進基金積立金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

207,612 219,608

１　岡山県再生可能エネルギー等推進基金積立金 219,608

　

分　類 事　項　名 岡山県職員退職手当基金積立金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

1,120 5,572

１　岡山県職員退職手当基金積立金 5,572

　

分　類 事　項　名 土地開発基金繰出金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 0 ) ( 0 )

742 729

１　土地開発基金繰出金 729

説　明

説　明

　岡山県土地開発基金条例に基づく運用益等の繰出に要す
る経費

　岡山県職員退職手当基金条例に基づく運用益積立金

　岡山県再生可能エネルギー等推進基金条例に基づく企業
会計繰入金等の積立金

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 納税対策等補助金

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 487,882 ) ( 519,852 )

487,882 519,852

１　軽油引取税報償金 502,574

（納期内・猶予内納入額の2.5%を交付）

２　産業廃棄物処理税報償金 13,398

（納期内・猶予内納入額の2.5%を交付）

３　ゴルフ場利用税報償金等 3,880

　・ゴルフ場利用税報償金 1,000
　・岡山県軽油引取税納税組合報償金 2,880

分　類 事　項　名 東京事務所事業費

前年度予算額 本年度要求額
一般 ( 1,872 ) ( 1,872 )

1,872 1,872

１　東京事務所事業費 1,872

前年度予算額 本年度要求額
事業費計 ( 9,513,998 ) ( 9,274,825 )

14,940,778 14,850,782
前年度予算額 本年度要求額

( 12,292,861 ) ( 12,231,283 )
17,892,559 17,989,854

一般行政
経      費

計

説　明

説　明

　適正な特別徴収義務の履行と、納税組合の組織活動を通
じて行う納税協力に対する報償金（定額交付）

　軽油引取税特別徴収制度の円滑な運用を図り、納期限内
納付を促進するための報償金

　東京岡山県人会の開催に要する経費

　産業廃棄物処理税特別徴収制度の円滑な運用を図り、納
期限内納付を促進するための報償金

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 公共施設老朽化対策等事業費

前年度予算額 本年度要求額
投資 ( 0 ) ( 0 )

2,351,161 4,868,323

１　公共施設老朽化対策等事業費 4,868,323

【重点事業】
・公共施設マネジメント推進事業【拡充】 917,831

分　類 事　項　名 県庁舎耐震化整備事業費

前年度予算額 本年度要求額
投資 ( 0 ) ( 0 )

86,956 152,370

１　県庁舎耐震化整備事業費 152,370

　・県庁舎耐震化整備基本・実施設計

前年度予算額 本年度要求額
( 0 ) ( 0 )

2,438,117 5,020,693
前年度予算額 本年度要求額

( 0 ) ( 0 )
2,438,117 5,020,693

前年度予算額 本年度要求額
( 227,758,780 ) ( 229,332,262 )

243,625,708 247,412,279

公共事
業等費

計

説　明

説　明

　県庁本庁舎（本館）及び議会棟（旧館）の耐震化等に要する
経費

　老朽化した公共施設の修繕等に要する経費

一般会計
計

投資的
経　 費

計

　平成30年度に個別施設計画を策定した公共建築物の老
朽化対策に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 公共用地等取得費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

200,000 200,000

【岡山県公共用地等取得事業特別会計】
１　公共用地等取得費 200,000

分　類 事　項　名 証紙代金収納計器管理費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

2,278,176 2,196,771

【岡山県収入証紙等特別会計】
１　自動車税・自動車取得税繰出金 2,173,701

２　証紙代金収納計器管理費 23,070

説　明

　自動車税・自動車取得税の徴収及びその収納金の一般会
計への繰出に要する経費

説　明

　証紙代金収納計器による自動車税・自動車取得税の徴収
に係る収納計器取扱手数料等

　公共用地の先行取得に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成31年度当初予算要求額事項別一覧

分　類 事　項　名 県債元金償還費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

190,074,554 195,794,795

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債元金償還費

　　（１）一般会計実施事業分 92,723,633

　　（２）特別会計実施事業分 4,499,162

　　（３）市場公募債満期分 9,990,000

　　（４）借換債分 88,582,000

分　類 事　項　名 県債利子償還費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

11,490,533 10,308,027

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債利子償還費

　　（１）一般会計実施事業分 9,984,084

　　（２）特別会計実施事業分 323,943

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

357,900 364,366

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債取扱事務費

　　（１）一般会計実施事業分 359,748

　　（２）特別会計実施事業分 4,618

前年度予算額 本年度要求額
( 0 ) ( 0 )

204,401,163 208,863,959
前年度予算額 本年度要求額

( 227,758,780 ) ( 229,332,262 )
448,026,871 456,276,238

計

説　明

説　明

説　明

特別会計
計

　県債の元金償還（公営企業会計を除く。）に要する経費

　県債の利子償還（公営企業会計を除く。）に要する経費

　県債の償還及び借入に係る手数料（公営企業会計を除く。）

　

　
 
     （　　）は一般財源
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